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企業による実態的な経済統合を 押しし、域内格差を緩和するために制度的な地域統合が推進されて る。ＡＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）におけ 関税撤廃はすでに最終段階にあり、ＡＳＥＡＮ経済共同体（ＡＥＣ）の二〇一五年の成立に向け邁進し、また、周辺国との自由貿易協定（ＦＴＡ）も積極的に進めている。
同時に、域内格差緩和の手段として国際
経済回廊整備が考えられている。九二年にアジア開発銀行（ＡＤＢ）が提唱したメコン地域開発を端緒として、南北、東西、南部の経済回廊の整備が進むことが期待されている。 ＣＬＭＶ （カンボジア、 ラオス、 ミャンマー、ベトナム）諸国においては 経済
回廊整備によってタイやベトナムとのリンクが強化されることに対する期待とともに、経済回廊整備がタイや中国など大国のみに優位に働き、新規加盟国にとってマイナスになるのではないか、という懸念が持たれている。
ここでは空間シミュレーションモデルの

























高い地域がどこに分布するのかを見ることで、どの産業がどこに集積するかを見ることができる。自動車産 において高いＲＳＣＡ指数を示したものは、広西チワン族自治区の柳州、ベトナムのヴィンフック、タイのナコンラーチャシーマー、ラオスのポンサーリー、ベトナムのハイズオン、タイのチョンブリーである。電子電気産業では、広東省の深セン、惠州、広州、珠海、東莞佛山の各市が高いＲＳＣＡ指数を示している。繊維アパレル産業は バングラデシュのパブナ、ダッカならびにカ ボジアの各州・特別市が高い。食品加工 多くの地域で高いＲＳＣＡ指数を示しており 結果として、多くの地域は食品加工に最も比較優位を持つことが示される。
電子電気産業は、他の産業に比べ部材、
製品の体積や重量が小さく、また情報技術協定（ＩＴＡ）やその他 関税優遇措置によって分散立地し すいことが過去の文献で示されている。デファクト 経済統合が、
●ベースラインシナリオによる予
測結果まず、経済回廊の整備が行われない状態
（ベースラインシナリオ）を見よう。ベースラインシナリオでは、各々のリンクは時速四〇㎞で走行可能で、さらに国境税関によって追加的な時間を要すると仮定する。国境における追加的な時間は シンガポール・マレーシア間、マレーシア・タイ間では比較的短く、その他の国境では長い いう設定を置いている。図１は、ベースラインシナリオにおける二〇二五年の人口の変化を示している。濃い色の地域は人口が上昇し、斜線で示される地域は人口が減少していることを示す。ここでは、アユタヤーチョンブリー、ラヨーンといったバンコク周辺、 広州市周辺、 ハノイ、 ホーチミン周辺、ビエン ャ 、プノ ペン、シハヌ クビル、ダッカなど、大都市への人口流入が続くことが予測されている。中国とタ では、自然増を上回る人口移動によって、一部の地域を除いて人口が減少す が予測されているが、他の国では人口移動は自然増を上回らず、首都など大都市への集積が進むと同時に他の地域も人口 増加 る。
つぎに産業構造の変化を見る。ベースラ








た国でプラスの効果があるのに対し、同じく道路整備が国内で行われていないカンボジアはベースラインシナリオに比べＧＤＰが減少することである。これは、東西回廊から離れたバングラデシュにとってはタイやベトナムとの輸送費が引き下げられること よりプラスの効果が大きく働くの 対し、東西回廊に近すぎるカンボジアでは相対的に不利な立場に置かれる負の効果 大 働く とによって、産業の衰退を招くから ある。
第三は、タイ・ラオス・ベトナムなど経





なる。結果として、企業の業績を改善し、より高い賃金の支出を可能にする。実質賃金の上昇による人口の増加は産業クラスターの形成・発展を促 、さらに企 の部材調達コストを引き下げる。このような正の循環に成功した都市は 材・組立企業・関連部品製造企業を吸 し、国や地域全体の成長に寄与することになる。
図２は東西回廊整備の経済効果を示した
ものである。ミャンマ モーラミャインからタイ国内を通り、ラオス サワンナケートを抜けてベトナムのダナンに抜けルートを整備すると、主にベトナム中部、ラオス南部、および回廊沿いのタイ国内地域の経済発展に寄与 。たとえば、ラオスのサワンナ は二〇一一～二五年にかけてベースラインシナリオに比べ年率平均で四％ ＧＤＰ増加 ベトナムのダンは年率三 ・二％の を見ること なる。ここで得られた興味深い点を三点挙げよう。
第一は、道路整備と国境円滑化の相乗効
果が非常に大きいことである。東西回廊によってサワンナケートのＧＤＰは年率四％成長する 、道路整備のみでは年率〇・二％、国境円滑化だけでも年率二 ・七％のＧＤＰ上昇効 しか生じない。さらに国境上のすべての税関を改善するのではなく、回廊沿いの一部の国境の円滑化だけで大きな経済効果が得られる点も特筆される。
第二は、道路整備が国内で行われていな
いマレーシアやバングラデシュ イ ドといっ
輸出加工区などで先行的に電子電気産業の関税を下げた結果、多国籍企業の投資を誘引し行われてきたことを鑑みる 、電子電気産業が広東省に集積し 分散があまり見られないように見えるのは奇異に写 かもしれない。しかしＧＳＭは、電子電気産業は大多数のインドシナ半島の州・省・県において、輸出加工区や一部の 場 少数の雇用を生み出すことには成功しても、広東省の圧倒的な集積とは比較できないレベルに留まるであろうことを示している。●経済回廊整備の効果分析
つぎに、経済回廊整備の効果を見よう。
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前述のとおり、高い経済効果を得るためには、道路の物理的な整備のみならず国境円滑化がかかせない。ただし、国境円滑化において 制度整備のみ らず、運用の改善が重要となる。ここで一例を紹介しよう。ラオスのビエンチャンにおいてＵＳＢケーブル製造の工場を〇八年夏に操業し始めた多国籍企業は、操業から一ヵ月半が経過しても一度も 品を輸出できな った。企業は当然関税が免除されることを期待して進出したのだが、他にＵＳＢケーブルに類する既存工場がないため、当 企 も、政府も、税関も、輸送業者 、手続きをどうすべきかわからなかったためである。この一例から 各運用担当者のキャパシティビルディングが重要であることがわかろう
第二は、成長と格差の問題である。経済
回廊整備は特にＣＬＭＶ諸国に大きな経済効果をもたらす一方、絶対額で見た一人あたりＧＤＰや自動車産業における相対的重要性はタイなどから大 く引き離されてしまう、という課題があることを推計結果は示している。現在、カンボジアの政策決定者の間には 南部 が行われても物流はカンボジアを通過するだけで、かえってカンボジア経済にとってはマイナスになるので ないか、という懸念がある。これに対し ＧＳＭは、南部回廊整備に
回廊上のサワンナケートのＧＤＰはベースラインに比べ年率四％成長するが、回廊から離れたカンボジアのプノンペンは年率〇 ・六％のＧＤＰ減少を見る。一方、南部回廊のみを整備する場合は、回廊上のプノンペンのＧＤＰは年率六 ・三％上昇するのに対し、サワンナケートは年率〇 ・二％減少する。しかし、両者を同時に整備することにより、サワンナケートは年率四 ・九％の上昇、プノ は年率六 ・四％ 成長を見ることになり、双方とも、片方のみの回廊を整備した際より高い経済成長 得 。
第二は、東西回廊や南部回廊はラオスや
カンボジアの食品加工業や繊維アパレルに大きな正の効果をもたら 一方 東西回廊や南部回廊の整備によって ラオスやカンボジアの自動車産業のＲＳＣＡ指数が大きく下落することである。これは、両回廊の整備がタイのチョンブリー、ラヨーン、アユタヤーといった既存クラスターの成長促進に貢献するため、相対的に見たラオスやカンボジアの重要性が低下するからであ 。しかしこれは、ラオス カンボジア 自動車産業が絶対額として衰退 を意味するものではない。相対的には域内における重要性が低下するが、両国 も小規模がらベースラインシナリオよりも高い成長を見ることが可能となる。●残された課題
最後に、経済回廊整備を行うにあたって、
